
気象観測データの民間における利活用
～変わりゆくユーザー像と課題～
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気象庁の気象データの公開

・Webを通じたデータ及び資料の公開
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気象庁がWebで公
開している情報
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気象庁の気象データの公開

・Webを通じたデータ及び資料の公開

・（一財）気象業務支援センターによる気象データ配信

☚ 1993・94年：ＩＴ化の進展を受けて予報業務許可事業

者・報道機関等への気象庁の保有する気象情報（デジタル

データ）の提供等を任務とする「民間気象業務支援セン

ター」と「気象予報士」にかかわる気象業務法改正。

同業務の実施体制として「（財）気象業務支援センター」の

設立
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（一財）気象業務支援センター

☚ 利用者への提供に必要な経費

(marginal cost)は、情報提供システム

の構成・運用等の実施方法ともに情

報の種別毎に料金を定め、気象庁長

官の認可を受けている（気象業務法

第24条の28～33）。
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気象情報配信システム

2015年（平成27年）7
月、ひまわり8号の運
用開始に伴い、気象衛
星配信システムを新
設・運用開始（清瀬市
の気象衛星センター
内）
2017年（平成29年）
３月、ひまわり9号待
機運用開始

注：気象衛星のイ
メージ図は気象衛
星センターHPより。

☚ 各システムは、24時間365日、迅速・確実なデータ提供を行うため、
サーバー・回線等は基本的に冗長構成とし常時監視体制

☚ 我が国における防災、天気予報等のサービスにおける安定性・確実
性・速報性への社会的要請（報道機関や予報業務許可事業者等） 7



最新の気象業務支援センターによる情報提供業務の利用者数
（平成28年度末までの主要４システムの延べ利用者数）

平成17年度
FTPの導入

東日本
大震災

気象衛星観測配信システム整備：
平成27年7月

緊急地震速報配信システム整備・更新：
平成18年8月、23年4月、
平成29年１月（整備中）

ファイル形式配信システム整備・更新：
平成12年9月、18年7月、24年7月、
平成29年度末（予定）

電文形式データ配信システム整備・更新：
平成8年3月、17年4月、22年4月、
平成28年12月
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予報業務許可事業者（気象・波浪）の推移
民間気象事業の推移と日本経済の動向。
昭和28（1953）年から平成27（2015）年までの予報業務許可事業者の推移を示す。

平成29（2017）年11月9日現在（72者）
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変わりゆく気象観測データの利活用

1) 背景
・観測技術の進歩、ネットワーク化

GNSS水蒸気量、ひまわり8/9、新型レーダー、AWSネット等々

・モデルとの連携
データ同化技術の進歩
地球温暖化→過去の気象観測データの活用

近年、気象に係わる観測技術とデータネット
ワーク技術の進歩を背景とし、気象庁以外の組
織によるオペレーショナルな気象観測が広範囲
に運用されるようになってきた。
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☚ 世界気象機関（ＷＭＯ）等

の枠組みの下、全世界の国家気

象機関等の観測データ（気象衛

星を含む）をリアルタイム交換

☚ 近年は、ＮＡＳＤＡ等の宇

宙開発機関による地球観測衛星

のデータ利用が広がる
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変わりゆく気象観測データの利活用

1) 背景
・観測技術の進歩、ネットワーク化

GNSS水蒸気量、ひまわり8/9、新型レーダー、AWSネット等々

・モデルとの連携
データ同化技術の進歩
地球温暖化→過去の気象観測データの活用

・気象ビッグデータ
ビッグデータを活用したビジネス展開 （後述）

2) 気象観測データを使う一次ユーザーの変化

・官（行政）・報道機関・予報業務許可事業者から
一般企業等、民間部門での広がり（e.g. Weather Routing）
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ウェザー・ルーティング（ＷＲ）
～その歴史と地球温暖化対策～

JMBSC

1970年代：我が国におけるＷＲサービスの黎明
予報業務許可業者が北太平洋ウェザー・ルーティングサービス開始
予報業務許可業者が米国資本設立（93年に同業他社に吸収合併された）
1970年代～2000年代：ＷＲサービスの拡大、競争の時代

2000年代後半～：地球温暖化対策のための船舶ＣＯ２排出削減
気候変動枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）を受けて国際海事機関（ＩＭＯ）では、船舶か
らのＣＯ２等の排出規制を行うための検討を進め、ＭＡＲＰＯＬ条約附属書ＶＩを
改正し2013年1月1日に発効。
原則として国際航海に従事する400総トン以上の全ての船舶において、ＣＯ２排出
削減を図るための「船舶エネルギー効率管理計画」の整備を義務付け。
同計画では、効率改善の手段としてＷＲの活用などが含まれ、多くの海運関係事業
者が、運航管理システムの一環としてＷＲシステムの開発に着手し、ここ数年で運
用段階に入る。結果として、多くの海運関連事業者自らが、ＷＲを含む関連事業に
新規参入。
ＥＵは、域内を入出向する5,000総トン以上の船舶を対象とし、船舶からのCO2排出
の測定・報告・検証に関する規則を2015年7月1日に発効。

国際海運による温室効果ガス排出量は、
世界全体の排出量の約3%を占める。
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ファイル形式配信サービスにおけるデータ区分毎の利用者数の推移
（JMBSC、平成17～28年度）

（ウェザールーティングに利用される気象・波浪・海洋モデル関係）

JMBSC

① 数値予報モデルに加え、全球・沿岸波浪モデルの利用の増加傾向が続いてお
り、25者に達している。

② 北西太平洋の海面水温実況の利用が増加しており21者となっている。海流予
報等は少ないものの増加傾向も見ることができる。

ウェザー・ルーティングで見ると、従前の予報業
務許可事業者によるサービス形態に加え、既に海
運・造船業界の多くが独自に気象情報を流通させ
るシステム等の環境を整えつつあり、これまで以

上に普及・流通が進んでいる

ウェザー・ルーティング関連では、
気象の数値予報モデルに加えて

全球波浪モデル・沿岸波浪モデル・
海面水温・海流予報が重要
外航船舶及び内航船舶向け 15



変わりゆく気象観測データの利活用

1) 背景
・観測技術の進歩、ネットワーク化

GNSS水蒸気量、ひまわり8/9、新型レーダー、AWSネット等々

・モデルとの連携
データ同化技術の進歩
地球温暖化→過去の気象観測データの活用

・気象ビッグデータ
ビッグデータを活用したビジネス展開

2) 気象観測データを使う一次ユーザーの変化

・官（行政）・報道機関・予報業務許可事業者から
民（一般企業等）へ広がり（e.g. Weather Routing）

・気象専門家（業界）からデータ解析技術持ったコミュニティへ
（e.g. 北米の他業界大手の気象情報サービスへの参入）
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気象ビジネス推進コンソーシアム (気象庁）
背景

IoT進展(気象センサー低価格化･小型化･ネットワーク化）
→双方向の気象サービス

気象観測技術の革新
→高精度高分解能データのリアルタイム発信

・データ活用に対する機運→官民データ活用推進基本法の制定

気象観測データ活用による生産性等の向上→ビジネスへの展開
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まとめと課題
1) データの共有と公開

・ユーザーに利便性の高い仕組みを→新規業界の自発的参入を促す
・気象観測データ

→日々巨大化していくビッグデータ
→データの保存公開の仕組み、費用負担はどう考えるべきか？

2) 潜在ユーザーとマーケットの掘り起こし
・気候データ→適応策の法制化

適応策に関する温暖化データ（観測･モデル）利活用
→リテラシー
→例示が有効か？

3) 気象ビッグデータの民間における利活用
・北米系の企業、官民連携体が先行→彼らのマーケットは世界を向いている

4) データマイニング、データレスキュー
・失われ、散逸していく過去データの救済
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大気データレスキューと150年気候再解析

150年気候再解析
地上、海上観測データから大気の3次元
構造の時々刻々の変化を推定する。
海洋の内部は格子点値化した観測デー
タで拘束する。

2005年2月20日の500hPaの高度
場 (等値線) 右図の陰影は誤差を
表す。

国際大気データレスキュー
ACRE：Atmospheric Circulation Reconstructions 

over the Earth (大気データレスキュー、
20世紀大気再解析)

ICA&D： International Climate Assessment & Dataset
(WMO)

ICOADS： lnternational Comprehensive Ocean-
Atmosphere Data Set (国際海面水温・海洋気
象観測データベース)

室戸台風昭和5年台風
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